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　現在、筆者は日本スポーツ振興センタ
（JSC）へクロスアポイント制度注1によって、在
籍出向をしている。その目的は、2020年東京
オリンピック・パラリンピック大会の成功と、
新たな国際競技力強化の仕組みを構築するこ
とである。ここでは、2017年度のJSCでの活
動を中心に報告をしたい。
1．協同コンサルテーション
　2016年10月にはスポーツ庁設置から、鈴
木長官名で「競技力強化のための今後の支援
方針（通称：鈴木プラン）」が発表された。こ
れにより、2020年東京大会に向けた国の方針
が明確となった。これを受けて、日本オリンピ
ック委員会（JOC）、日本パラリンピック委員会
（JPC）、JSCは協働コンサルタントチームを設
置し各競技団体と強化戦略プランを基に定期
的なコミュニケーションを開始した。
　2017年度は、夏季の競技団体（オリンピッ
ク／41競技種別・パラリンピック／26競技
種別）それぞれに2回ずつ協同コンサルテーシ
ョンを実施した。さらに、冬季の競技団体（オ
リンピック／15競技種別・パラリンピック／6
競技種別）にシーズン前に1回協同コンサルテ
ーションを実施した。夏季競技団体は、強化戦
略プランを作成し（統一のフォーマット）それ
に基づいて強化を実施していくことになった。
さらに、2回目のコンサルテーションでは検証・
評価を共有し改善案を次年度に実施していく
ことになる。この仕組みが上手く機能していく
ことが、P（計画）、D（実施）、C（評価・検証）、
A（改善）サイクルを回した強化推進制度の構
築に繋がると言えるであろう。
　さらに、協同コンサルテーションにより収集
された課題・要望は1000を超えた。現在、こ
れらを種別に分類し短中長期等に整理をした
上で解決に向けて関係団体等で協議を進めて
いる。筆者はハイパフォーマンススポーツ領域
における各競技団体が、協同コンサルテーシ
ョンを通して鈴木プランやスポーツ基本計画
が示す新たな制度構築にJSCのディレクター
として取り組んでいる。
　
2．海外調査・ミー ティング・会議等
 2017年1月～12月にかけて訪問した国は延
べ10カ国であった。イギリス（3回）、フィンラ
ンド、ブラジル、カナダ（2回）、オランダ、ニュ
ージランド、南アフリカ等を訪問した。その目
的は、2020東京大会およびその後を見据えた
政策形成過程における情報提供等のための調
査・ミーティングと会議への出席であった。
　8月に訪問した南アフリカでは、国際的な
ハイパフォーマンススポーツセンターの集合
体であるAssociation of Sport Performance 
Centres（ASPC）1）が２年に一度主催している
国際カンファレンス“International Forum on 
Elite Sport 2017（8月24日～26日の3日間）”
に参加した2）。今回は参加国40ヵ国、参加者
450名が南アフリカ・ダーバンに集まった。カ
ンファレンスの内容は、「リーダシップ」「リソ
ースマネジメント」「NOC-HPC連携」「テクノ
ロジーイノベーション」「チームワーク」「女性
スポーツ」「メジャーイベント」「アンチ・ドー
ピング」等であった。筆者は、ASPCの理事と
して事前の理事会から参加するとともに、カン
ファレンスでの発表とシンポジスト、ファシリ
テーターとして登壇した（写真）。
　これらの訪問において最も成果として挙げ
ることができるのは、各国のハイパフォーマン
ススポーツの統括組織におけるリーダー達と
直接会ってミーティングを実施しヒューミン
ト情報を収集できたことであった。例えば、イ
ギリスのUKスポーツCEO リズ・ニコル、オ
ランダNOC＊NSFテクニカルディレクター 
マウリッツ・ヘンドリクス、カナダOwn The 
Podium注2　CEO アン・マークリンガー、ニュ
ージランド High Performance Sport NZ注3 前
CEOアレックス・バウマン等から得た情報は、
日本のハイパフォーマンスセンタ （ーJHPC）の
機能強化や政策形成に重要な情報を提供で
きるであろう。
3．研究活動
　今年度は以下の二本をまとめて発表した。
1）スポーツビジネスの未来2018-2027
　第7章ハイパフォーマンススポーツの未
来，日経BP社，2017．
2）ハイパフォーマンススポーツに必要な情報
収集と活用 Beyond 2020東京大会を見据え
た国内外ネットワークとハブ機能の構築，体育
の科学3月号，杏林書院，2018．一つ目の書
籍は、日経BP総研「未来研究所」の企画であ
る。スポーツ以外にも自動車・エネルギー分
野、ICT・エレクトロニクス分野、医療・健康・
ヘルスケア分野等の未来予測を学術的に実施
している。
　また、以下の3つについて研究活動を実施し
ている。①アスリ トーの行動変容に関与するコ
ーチング ②統括団体におけるハイパフォーマ
ンスディレクターの役割と機能 ③イギリスに
おけるハイパフォーマンス統括団体の機能と
その変遷 
　これらについては各国訪問時にインタビュ
ーを行い執筆作業を行っている。
注
注1：クロスアポイント制度は、新たなイノベーション
の創出のために大学、公的研究機関、企業等、組織
間の壁を越えて複数の組織において研究者等が活
躍できる環境を整備する目的で、内閣府の取りまとめ
の下、経済産業省と文部科学省により2015年12月
に策定された制度である。
注2：カナダの競技力強化に関する統括団体。
注3：ニュージランドの競技力強化に関する統括団
体。
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